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富山市総合計画

・市民が生きがいと幸せを実感しながら質の高い生活を送る
ことができ、かつ将来世代にも責任の持てる持続可能なまち
づくりのネクストステージへの歩みを着実に推し進めていく
ための、本市の最上位の計画。
・「災害に強く回復力のある安全なまちづくり」を施策の1
つに位置付け。

富山市浸水対策基本計画

【主な計画内容】
●基本方針（計画区域、計画降雨、排水区域の設定等）
●基本計画（対策手法の比較検討、最適案の決定等）
●整備計画（事業優先順位、段階的整備計画等）

分野別計画全体
の指針

整
合

反
映

【建設部】
・河川計画
・内水対策

など

１.富山市浸水対策基本計画について

１.１ 防災関連計画における現行の富山市浸水対策基本計画の位置付け

・富山市上下水道事業
中長期ビジョン

整合

【上下水道局】
・公共下水道計画（雨水）

整
合

反
映

富山市浸水対策基本計画は、本市の浸水対策の全体的な方針を定めた計画である。
本市の浸水対策は、富山市浸水対策基本計画に基づき実施している。



１.２ 現行の富山市浸水対策基本計画の概要

計画内容について

・目的及び基本方針の整理
・浸水履歴の整理
・対策必要箇所及び優先順位の整理
（建設部、上下水道局）
・計画降雨の設定（区域別）
・対策概要（整備手法）について
・整備期間及び整備目標の設定
（短期・中期・長期別）
・概算事業費の算定
（短期・中期。長期別）
・年次計画の策定
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過去の浸水履歴等から優先的に整備するエリアを設定。
建設部と上下水道局で対象エリアを分担、効率的に施設整備を進めるためのハード対策に重点を置いた計
画となっている。

• この計画は、平成13～14年に作成した旧富山市の「基本計画」をベースとして、旧町で作成されていた
浸水対策にかかわる計画を合併時（平成17年、18年）にまとめたもの。

１.富山市浸水対策基本計画について



計画降雨とは、施設整備の規模決定の根拠となる
計画雨水量算定の基礎となるもの。

本市では、地域ごとに対象確率規模、対象降雨量
を定めている。

※山田地域は婦中または八尾地域に準ずる
※細入地域は八尾または大沢野地域に準ずる

表 既計画の対象確率規模及び対象降雨量

婦中地域
（7年確率）

八尾地域
（7年確率）

富山地域（5年確率）

大山地域
（7年確率）大沢野地域

（7年確率）

松川地域
（10年確率）

対象区域
対象
確率規模

対象
降雨量

富山
地域

合流区域
（都心部）

10年確率 57.8mm/h

合流区域
以外

5年確率 49.0mm/h

大沢野地域 7年確率 52.7mm/h

大山地域 7年確率 52.7mm/h

八尾地域 7年確率 51.0mm/h

婦中地域 7年確率 51.6mm/h
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１.３ 計画降雨について

１.富山市浸水対策基本計画について

• 本市では、富山地方気象台の過去の降雨データをも
とに計画降雨を設定。

• 対象確率規模とは、例えば5年確率であれば、対象
とする強さを超える雨が降る確率が毎年20%とい
うこと。



１.４ これまでのハード対策の取組（建設部）
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■排水路整備
（平成17年度～令和3年度末）

■雨水貯留施設：7箇所
（令和3年度末）
合計容量 ⇒ 約28,000ｍ3

■グラウンド貯留施設：10箇所（令和3年度末）
合計容量 ⇒ 約8,500ｍ3
※教育委員会施工1施設、県施工1施設含む。

晴天時 雨水貯留時（水深20cm程度）

水路断面の拡幅（側溝改修）
バイパス水路の整備

対象区域 整備箇所

富山地域 102箇所

大沢野地域 5箇所

大山地域

八尾地域 1箇所

婦中地域 5箇所

合計 113箇所

【排水路整備のイメージ】

【グラウンド貯留施設のイメージ】
【雨水貯留施設のイメージ】

雨水貯留施設内部

１.富山市浸水対策基本計画について



１.４ これまでのハード対策の取組（上下水道局）
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雨水整備率※は79.4％（令和3年度末）であり、浸水被害の解消及び軽減に効果を発揮

※5年に1回程度の大雨に対応する対策が完了した区域の面積の割合

■雨水幹線整備（令和3年度末）

対象区域 延長（ｍ）

富山地域 45,468.0

大沢野地域 5,800.7

大山地域 1,260.0

八尾地域 5,712.3

婦中地域 5,940.0

合計 64,181.0

■雨水排水ポンプ施設：7箇所（令和3年度末）
合計排水能力 ⇒ 毎分約1,500ｍ3

■雨水貯留施設：11箇所
（令和3年度末）
合計容量 ⇒ 約52,000ｍ3

１.富山市浸水対策基本計画について

【ハード対策による効果】
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（１）気象災害の激甚化・頻発化
時間雨量50ｍｍを超える短時間強雨の発生件数が全国的に増加。
⇒ 気候変動の影響により水災害の更なる激甚化・頻発化が懸念。
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国土交通省 流域治水関連法における下水道法の改正及びフォローアップ調査の結果について
（令和4年度流域治水と下水道に関する説明会資料）より

２.富山市浸水対策基本計画の見直しの必要性と対応方針

２.１ 現計画策定時からの状況の変化



（１）気象災害の激甚化・頻発化
本市では、令和4年8月13日及び8月20日において、計画降雨を大幅に上回る集中豪雨が発生。
特に、令和4年8月13日に発生した豪雨では、秋吉地内において1時間当たり98ｍｍ（本市が独自に設置
した雨量計ベース、参考値）の値を観測。
⇒ 本市においても、気候変動の影響により水災害の更なる激甚化・頻発化が懸念。
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２.富山市浸水対策基本計画の見直しの必要性と対応方針

２.１ 現計画策定時からの状況の変化

降雨強度

8/13 8/20

観測地点 1時間最大
（ｍｍ/h）

10分最大
（ｍｍ/10分）

1時間最大
（ｍｍ/h）

10分最大
（ｍｍ/10分）

秋吉 98.0 28.5 43.5 12.5

向新庄町
七丁目 82.0 25.0 55.0 16.0

八日町 51.0 15.0 26.5 6.5

水橋桜木 45.0 13.0 58.5 18.5

豊田町
一丁目 30.0 12.0 47.0 15.0

田畑 22.0 9.0 57.0 17.0

浸水被害件数

8/13 8/20

床上浸水 25件 1件

床下浸水 144件 29件

※建設部集計結果（令和4年9月末時点）

※本市が独自に設置した雨量計ベース（参考値）
浸水被害状況（長江一丁目・五丁目）

令和4年8月13日



２.１ 現計画策定時からの状況の変化

（２）「特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律（流域治水関連法）」の施行
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２.富山市浸水対策基本計画の見直しの必要性と対応方針

平成27年12月 「水防災意識社会 再構築ビジョン」を策定 国土交通省

 施設能力を超過する洪水が発生するものへと意識を改革し、氾濫に備える「水防災意識社会」の再構築を
進める。

平成27年12月 大規模氾濫に対する減災のための治水対策のあり方について（答申） 社会資本整備審議会

 平成27年9月関東・東北豪雨災害では、鬼怒川において堤防が決壊し、氾濫流による家屋の倒壊・流失や
広範囲かつ長期間の浸水が発生。

 今後、気候変動により、今回のような施設の能力を上回る洪水の発生頻度が高まることが予想されること
を踏まえると、「施設の能力には限界があり、施設では防ぎきれない大洪水は必ず発生するもの」へと意
識を変革し、社会全体で洪水氾濫に備える必要がある。

令和2年7月 気候変動を踏まえた水災害対策のあり方について（答申） 社会資本整備審議会

 近年の水災害による甚大な被害を受けて、水防災意識社会の再構築を一歩進め、気候変動の影響や社会状
況の変化などを踏まえ、あらゆる関係者が協働して流域全体で行う、流域治水への転換を推進し、防災・
減災が主流となる社会を目指す。

令和3年5月 「特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律（流域治水関連法）」の公布
令和3年7月、11月

「特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律（流域治水関連法）」の施行

平成28年8月台風10号、平成29年7月九州北部豪雨、平成30年7月豪雨、
令和元年東日本台風、令和2年7月豪雨等の水災害が毎年のように発生



２.１ 現計画策定時からの状況の変化

（２）「特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律（流域治水関連法）」の施行
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２.富山市浸水対策基本計画の見直しの必要性と対応方針



２.２ これまでの取組と現計画の課題について
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これまで
の取組

1時間あたり49ｍｍの降雨
（5年確率）を基本に整備

計画降雨 対策地域の選定
ハード対策に
重点をおいた計画

過去の浸水履歴等から
優先的に整備する地域を設定

施設整備(ハード対策)により
浸水被害を発生させない

・ハード対策にはこれまで以上
に膨大な費用と時間が必要
・早期の浸水対策効果や計画を
上回る降雨に対する減災効果を
発現させるためには、ハード対
策のみでは限界

⇓
「流域治水」の考え方を踏まえ、
多様な主体との連携の枠組みに
おいて、早期の安全度の向上を
図ることが必要

・潜在する浸水リスクが把握
されていない
・限られた財源の中では、雨
水整備の優先度の高い地域を
中心に対策を実施する必要が
あるが、浸水履歴のみの優先
度評価では不十分

⇓
・「事前防災・減災」の観点か
ら、潜在する浸水リスクを評価
し、優先度評価に反映すること
が必要
・「選択と集中」の観点から、
浸水履歴以外の視点も踏まえて
優先度を評価することが必要

現計画の
課題

・水害リスクの増加
・整備済の箇所でも浸水被害
が発生
・現計画での整備完了時には
安全度が確保できないおそれ

見直しの
必要性

⇓
計画降雨を見直し、ハード対策
による安全度を向上させること
が必要

〇気象災害の激甚化・頻発化 〇流域治水関連法の整備
・気候変動に伴う降雨量の増加 ・施設能力を超過する水災害が発生することを前提
・短時間豪雨の頻発 ・あらゆる関係者が協働して取り組む

計画策定時
からの変化

２.富山市浸水対策基本計画の見直しの必要性と対応方針



２.３ 対応方針について
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計
画
降
雨

対
策
地
区
の
選
定

ハ
ー
ド
対
策
に

重
点
を
お
い
た
計
画

■気候変動を踏まえた計画降雨の設定

・計画降雨に将来の気温上昇の影響を反映

⇓
ハード対策による安全度を向上

■多様な主体と連携して取り組む浸水対策の検討

・多様な主体との連携の強化
・ソフト対策を計画に位置付け

⇓
早期の浸水対策効果や計画を上回る降雨に対する減災効果を発現

■新たな対策地区の選定方法の検討

・流出解析シミュレーションに基づき、潜在する浸水リスクを把握
・浸水被害の発生状況に加えて、浸水リスク、資産・人口の集積状況
等を優先度評価に反映

・都市機能の集積状況等に応じてメリハリのある計画降雨を設定

⇓
気候変動の影響を見据えた「事前防災・減災」について、
「選択と集中」の観点を踏まえ計画的に実施

２.富山市浸水対策基本計画の見直しの必要性と対応方針

段
階
的
整
備
計
画
の
検
討

新
・
富
山
市
浸
水
対
策
基
本
計
画
の
策
定



整合・調和
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富山市国土強靭化地域計画（第2期）
（令和4年3月策定）

発災前における施策を対象とし、あらゆるリスクを見据
え、いかなる事態が発生しようとも最悪の事態に陥るこ
とを避けるべく、地域特性を考慮しつつ行政機能や地域
社会、地域経済など、都市全体としての強靭化に関する
総合的な指針。

第2次富山市総合計画 後期基本計画
（令和4年3月策定）

・市民が生きがいと幸せを実感しながら質の高い生活を送る
ことができ、かつ将来世代にも責任の持てる持続可能なまち
づくりのネクストステージへの歩みを着実に推し進めていく
ための、本市の最上位の計画。
・「災害に強く回復力のある安全なまちづくり」を施策の1
つに位置付け。

新・富山市浸水対策基本計画

【主な計画内容】
●基本方針（計画区域、計画降雨、排水区域の設定等）
●基本計画（対策手法の比較検討、最適案の決定等）
●整備計画（事業優先順位、段階的整備計画等）

国土強靭化に
関する指針

分野別計画全体
の指針

２.４ 防災関連計画における新・富山市浸水対策基本計画の位置付け

２.富山市浸水対策基本計画の見直しの必要性と対応方針

検討会の
意見

市民意見
(パブリック
コメント)

反映

反映

整
合

反
映

【建設部・上下水道局】
・河川計画
・公共下水道計画（雨水）
・既存施設の有効活用
・公助によるソフト対策
・自助・共助への支援

など

整合

【関連計画】

・富山市地域防災計画
・都市計画マスタープラン
・富山市立地適正化計画
（防災指針）
・富山市水防計画

など

・富山市上下水道事業
中長期ビジョン

整合

【庁内関係部局】
・公助によるハード・ソフト対策
【市民・民間企業】
・自助・共助によるハード・ソフト対策
【関係機関（国・県等）】
・流域治水プロジェクト など

連
携



２.５ 見直しの手順について
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令和４年度 令和５年度

3 気候変動を踏まえた計画降雨の設定
1）国が示す気候変動の影響の扱いについて
2）本市における近年の降雨の状況
3）降雨強度式の決定（案）

1 基本作業の確認
1）作業方針、スケジュール、雨水管理の基本方針の確認
2）計画期間、検討対象区域、計画目標等の検討

6 雨水管理方針マップの作成

4 目標達成を評価する指標の設定

5 雨水管理総合計画マップの作成

3 段階的対策計画の検討

3.1 詳細浸水シミュレーションの実施
1）排水区のモデル化
2）キャリブレーション（再現性の確認）の実施

3.2 段階的対策計画の検討
1）計画降雨に対するハード対策の検討
2）照査降雨に対するハード及びソフト対策の検討
3）段階的対策方針に基づく段階的対策計画の策定

3.3 財政計画の検討

青字：
第1回検討委員会
事務局説明部分
赤枠部：
第1回検討委員会
討議部分

4 新たな対策地区の選定方法の検討
4.1 検討対象区域の地域（ブロック）分割
4.2 潜在する浸水リスクの想定
1）流出解析による浸水リスクの想定
2）地域ごとの浸水要因分析

4.3 優先度評価の実施と対策目標の設定
1）評価指標の設定
2）地域ごとでの各指標の評価
3）優先度評価に基づく浸水対策実施区域の設定
4）地区ごとでの対策目標の設定

2 基礎調査
1）現地踏査
2）資料収集・整理

1 段階的対策方針の検討
1）経営戦略等を踏まえた年度別事業可能量の検討
2）当面・中期・長期の段階に応じた対策方針の策定

2 多様な主体と連携して
取り組む浸水対策の検討

1）段階的な導入の方向性の検討

5 多様な主体と連携して
取り組む浸水対策の抽出

1）多様な主体と連携して取り組む
浸水対策の概要

2）多様な主体と連携して取り組む
浸水対策の抽出と課題の整理

２.富山市浸水対策基本計画の見直しの必要性と対応方針
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１.富山市浸水対策基本計画について

２.富山市浸水対策基本計画の見直しの

必要性と対応方針

３.気候変動を踏まえた計画降雨の設定

４.新たな対策地区の選定方法の検討

５.多様な主体と連携して取り組む浸水対策

の抽出



３.気候変動を踏まえた計画降雨の設定

計画降雨及び計画雨水量の算定は、2℃上昇を考慮した降雨量変化倍率、1.10を乗じて設定。
降雨量変化倍率を乗じる前の計画降雨については、1951年から2010年までのデータを用いて算定。

地域区分ごとの降雨量変化倍率（2℃上昇を考慮）

国土交通省 雨水管理総合計画ガイドライン（案）より
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※定常水文統計解析：
統計的性質が時間的に変化していないことを仮定して解析を行う。

３.１ 国が示す気候変動の影響の扱いについて

• 気候変動の影響を踏まえた計画降雨及び計画雨水量の算定にあたっては、現在のハード整備に用いる計画
降雨に、パリ協定等における政府としての取組の目標及び下水道施設の標準耐用年数（10～50年）を踏
まえて設定する。

• 降雨量変化倍率の算定に用いている気候変動予測モデル（d2PDF（5km, yamada））の現在気候の実験
期間が1951年から2010年までであることを踏まえ、2010年までのデータを用いた定常水文統計解析※

により計画降雨を算定し、これに降雨量変化倍率を乗じて計画雨水量を算定することを基本とする



３.気候変動を踏まえた計画降雨の設定

年最大10分降雨の傾向 実験期間は増減を繰り返しているが、平成23年以降は増加傾向
年最大60分降雨の傾向 実験期間は減少傾向だが、平成23年以降は増加傾向

⇒本市においても気候変動の影響を受け、近年の降雨量は増加傾向
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60分雨量（mm/時）

S26～S35
平均34.6mm

S46～S55
平均35.4mm

S56～H2
平均34.8mm

H23～R2
平均36.3mm

S36～S45
平均40.9mm

H3～H12
平均34.0mm

H13～H22
平均33.4mm

年最大10分降雨のグラフ（昭和26年～令和2年） 年最大60分降雨のグラフ（昭和26年～令和2年）

実験期間
以降

気候変動予測モデルの現在気候の実験期間
(昭和26年～平成22年)

実験期間
以降

気候変動予測モデルの現在気候の実験期間
(昭和26年～平成22年)

３.２ 本市における近年の降雨の状況

• 富山観測所における昭和26年～令和2年までの70年間における年最大10分、60分降雨の傾向を分析。
• 近年、ごく狭い地域に対して集中豪雨や局地的大雨が発生するケースが増えてきており、今後は短時間強
雨の影響が大きくなることが想定されるため、10分降雨についても傾向を把握する。



３.気候変動を踏まえた計画降雨の設定

• 流達時間が短い管路等の流下施設の計画を行う場合、原則としてTalbot(タルボット)型を採用。
• 降雨強度式中の定数の決定については、10分雨量と60分雨量から定数を求める特性係数法を用いる。
• 気候変動を考慮した確率雨量（10分雨量及び60分雨量）の算定は、最も相関性が高いヘーゼン法を採用。
降雨強度式の比較
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計画降雨強度グラフ比較
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３.３ 降雨強度式の決定（案）

60分雨量は現況と気候変動考慮でほぼ同じであるが、10分降雨では現況よりも増加。

⇒近年の短時間降雨の増加に対応した降雨強度式へ
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１.富山市浸水対策基本計画について

２.富山市浸水対策基本計画の見直しの

必要性と対応方針

３.気候変動を踏まえた計画降雨の設定

４.新たな対策地区の選定方法の検討

５.多様な主体と連携して取り組む浸水対策

の抽出



婦中地域
（7年確率）

八尾地域
（7年確率）

富山地域（5年確率）

大山地域
（7年確率）大沢野地域

（7年確率）

松川地域
（10年確率）

４.新たな対策地区の選定方法の検討

検討対象区域は原則として下水道事業計画区域（約

9,000ha）。

地域（ブロック）は既定の排水区をベースとして設

定。

地域（ブロック）が小規模となる箇所については、

排水区域や排水系統等を参考として統合することも

検討。

23

４.１ 検討対象区域の地域（ブロック）分割



４.新たな対策地区の選定方法の検討

流出解析により潜在する浸水リスクを把握。
目的は、優先度を判断するために採用する評価指標（浸水リスク（浸水深）、浸水被害額）の定量化。
簡易シミュレーションを踏まえ優先度の高い排水区を抽出し、効率的に詳細シミュレーションを実施。

24

４.２ 潜在する浸水リスクの想定

• 2年目では、優先度評価に基づき絞り込み
を行った約4,000ha（増減の可能性有）
を対象に、管内水理モデルを構築し、す
べてのモデルの連動解析による詳細シ
ミュレーションを実施。

• 簡易シミュレーションを実施する理由に
ついては、すべての排水区について詳細
シミュレーションを実施する場合、作成
するモデルが増えることで多くの時間と
費用を要することになることから、優先
度の高い排水区を抽出し、効率的に詳細
シミュレーションを実施するため。

• 「事前防災・減災」の観点から、現状では考慮されていない潜在する浸水リスクを把握するため、流出解析
を実施。

• 1年目では、公共下水道事業区域約9,000haを対象に、降雨損失モデルと地表面部分のモデル（氾濫解析モ
デル）を構築。有効降雨から現況排水能力を差し引いた降雨を作成し、氾濫解析モデルにインプットして解
析する簡易シミュレーションを実施。



４.新たな対策地区の選定方法の検討

25

【簡易シミュレーションの実施例

（婦中地区）】

 対象は婦中地区の３排水区

（速星排水分区、笹倉排水分

区、御門排水分区）。

 既往最大降雨を対象としたシ

ミュレーションより、道路冠

水、床下浸水、床上浸水の浸

水リスクを整理。

簡易シミュレーションの計算結果（婦中地区）
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４.２ 潜在する浸水リスクの想定



（１）評価指標の設定 ①優先度評価の考え方について

多面的な視点を考慮して雨水整備の優先度の高い地域を選定することが必要。

浸水しやすさと脆弱性を組み合わせて、地域（ブロック）毎の浸水対策の重要度や優先度等を評価。

本業務ではAHP（階層分析法）と被害額法を組み合わせることで地域別優先度を総合的に判定。

国土交通省 雨水管理総合計画ガイドライン（案）より

項目 評価指標

浸水
しやすさ

・
・
・

・

浸水履歴（箇所数、面積等）
浸水履歴（頻度等）
浸水リスク（計画降雨や既往最大降雨等の浸
水シミュレーション結果、内水HM）
浸水要因（下水道施設の能力が要因か、放流
先の排水が要因か 等）

脆弱性

・

・
・
・
・
・

資産分布（資産集積度）、商業・業務集積状
況、交通拠点施設・主要幹線地区
人口分布
地下施設箇所数
災害時要配慮者数（または施設数）
防災関連施設
投資効果（浸水被害の解消による経済効果と
いった地域の被害ポテンシャル 等）

◆評価指標の例

26

４.新たな対策地区の選定方法の検討

４.３ 優先度評価の実施と対策目標の設定

※以下の評価指標を参考に、本市の地域特性を考慮した指標を選定。

• これまでは、浸水履歴を主な指標として対策箇所の優先度を評価してきたが、「選択と集中」の観点か
ら、多面的な視点を考慮して雨水整備の優先度の高い地域を選定する必要がある。

• 評価手法については、ガイドラインではAHP（階層分析法）と浸水被害を計測する方法（被害額法）が
示されているが、本業務では両方の手法を組み合わせることで、地域別優先度を総合的に判定する。



４.3 優先度評価の実施と対策目標の設定

（１）評価指標の設定 ②評価指標の設定フロー

27

評価の目的：
「計画降雨に対する内水氾濫防止を目的としたハード
対策実施優先度の決定」

評価指標抽出の観点 代表的な抽出指標

浸水被害及び浸水特性 浸水実績箇所、浸水頻度、浸水想定区域等

生命の保護 人口、要配慮者施設、避難所等

都市機能の確保 ターミナル駅、都市機能集積地区、居住誘導区域等

個人や企業の財産確保 家屋資産、事業所資産等

1．評価指標の抽出（1次選定）

２．評価指標の選定（２次選定） ⇒３0項目

■数値化可能な項目の抽出
■内容が類似している項目の統合

３．評価指標の選定（３次選定） ⇒15項目

最適な評価指標を選定

■関連部局へのアンケートにより絞り込み

■地域防災計画や都市計画マスタープランなどの関連施策や既存の統計資料等から
評価すべき全指標を抽出

４.新たな対策地区の選定方法の検討



■評価指標（2次選定：30項目） ■評価指標（3次選定：15項目）

４.3 優先度評価の実施と対策目標の設定

（１）評価指標の設定 ③評価指標の選定（3次選定） 本市の地域特性を考慮し、15項目を選定。

４.新たな対策地区の選定方法の検討

28



４.3 優先度評価の実施と対策目標の設定

（１）評価指標の設定 ③評価指標の選定（3次選定） 本市の地域特性を考慮し、15項目を選定。

４.新たな対策地区の選定方法の検討

29

■評価指標（2次選定：30項目） ■評価指標（3次選定：15項目）
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（２）地域ごとでの各指標の評価

AHP（階層分析法）により、各評価指標

の重要度に関して自治体独自の重み係数

を設定。

排水区毎に、各評価指標の値と重み係数

の積の合計値を総合評価値として算定し、

優先順位を判定。

図 AHP手法のイメージ図

重点地区優先地区

一般地区

４.新たな対策地区の選定方法の検討

４.３ 優先度評価の実施と対策目標の設定

• AHP（階層分析法）とは、各評価指標
の重要度に関して対象者にアンケートを

実施し、自治体独自の重み係数を設定す

るもの。

• 評価指標のすべての組み合わせについて
一対比較アンケートを実施する方法であ

り、人それぞれが感覚的に持っている評

価項目の主観的価値基準を反映した重み

設定を行うことができる。

• アンケートについては、検討委員会委員
の皆様、幹事会・WG・事務局の構成員

等を対象に実施する予定。



地域（ブロック）単位で、優先度評価の結果を踏まえ、重点・優先・一般地区等の区域分けの設定を行う。

計画降雨や照査降雨（既往最大及び想定最大）に対する対策目標を地区別（重点・優先・一般地区等）に

設定

国土交通省 雨水管理総合計画ガイドライン（案）より

４.新たな対策地区の選定方法の検討
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AHPや被害額法を踏まえ実施した
対策地域の優先度の評価結果

対策地域の区域分けと
対策目標の設定に活用

４.３ 優先度評価の実施と対策目標の設定
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１.富山市浸水対策基本計画について

２.富山市浸水対策基本計画の見直しの

必要性と対応方針

３.気候変動を踏まえた計画降雨の設定

４.新たな対策地区の選定方法の検討

５.多様な主体と連携して取り組む浸水対策

の抽出



５.多様な主体と連携して取り組む浸水対策の抽出

早期の浸水対策をハード対策のみで実現していくことは困難。

早期の浸水対策効果や計画を上回る降雨に対する減災対策として、多様な主体が連携して行う浸水対策

（ハード対策及びソフト対策）を重要な施策として位置付ける。

５.１ 多様な主体と連携して取り組む浸水対策の概要

• 今後の気候変動による降雨量の増加を踏まえると、幹線、ポンプ場、貯留施設等の施設整備によるハード対
策にはこれまで以上に長期間かつ膨大な費用が必要であり、早期の浸水対策をハード対策のみで実現してい

くことは困難。

• 1年目については、全国的な事例の収集や、検討会を通じて関係部局から情報提供等を依頼する等し、本市
における対策案の抽出と課題の整理を行う。

国土交通省 雨水管理総合計画ガイドライン（案）より
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５.多様な主体と連携して取り組む浸水対策の抽出

５.２ 多様な主体と連携して取り組む浸水対策の抽出と課題の整理

ガイドライン、マニュアル、他都市事例等より整理した結果については以下の通り。
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公助（行政） 自助・共助（市民、民間企業）

ハ
ー
ド
対
策

 雨水ポンプの運転調整
 可搬式ポンプ・移動ポンプ車の活用
 小型雨水貯留浸透施設の道路側溝下部等への設置
 公園・緑地，校庭，駐車場，田んぼ，ため池等との連携
 土のう配布や土のうステーションの設置
 雨水貯留浸透施設整備や止水板設置の指導や助成制度の
導入等

 森林の浸透・保水機能の発揮

 止水板設置・耐水化
 土のう設置
 各戸貯留･浸透施設の設置
 駐車場等の透水性舗装
 田んぼダムの実施、面積確保
 官民連携した浸水対策（民間貯留施設等）
 建物の耐水化
 地下室等の建築時の配慮

ソ
フ
ト
対
策

 雨量計のほか，水位計や浸水計等の積極的な設置，観測，
情報の蓄積・分析

 高精度降雨情報システム（XRAIN 等）の活用/リアルタ
イム運用システムの構築

 雨期前の重点的管路清掃
 内水ハザードマップ等の作成・公表
 観測情報や施設運転状況の住民への多様な手法による情
報発信（ＨＰ，エリアメール，行政メール等）

 土地利用規制等による雨に強いまちづくり
 浸水被害の抑制と迅速な復旧のためのBCP・タイムライ
ンの作成

 危機管理体制構築のための訓練
 出前講座等による図上訓練

 道路雨水ますの清掃
 止水板や土のう設置の体験訓練
 住民の避難所や避難経路等の確認、避難・誘導訓練
 高齢者等災害時要配慮者の支援訓練
 非常時持ち出し品の確保
 自主防災組織の結成
 災害ボランティアとの連携

※ここでのハード対策は、建設部や上下水道局で実施する幹線、ポンプ場、貯留施設等の施設整備以外のハード対策を指す。



今後のスケジュール 資料４

協議事項
第１回委員会

(令和４年１２月２日)
第２回委員会

(令和５年２月下旬頃)

１ 気候変動を踏まえた計画降雨の設定

・ 国が示す気候変動の影響の扱いについて ● －

・ 本市における近年の降雨の状況 ● －

・ 降雨強度式の決定（案） ● －

２ 新たな対策地区の選定方法の検討

① 検討対象区域の地域（ブロック）分割 △ ●

② 潜在する浸水リスクの想定

・ 流出解析による浸水リスクの想定 △ ●

・ 地域ごとの浸水要因分析 － ●

③ 優先度評価の実施と対策目標の設定

・ 評価指標の設定 ● －

・ 地域ごとでの各指標の評価 △ ●

・ 優先度評価に基づく浸水対策実施区域の設定 △ ●

・ 地区ごとでの対策目標の設定 △ ●

３ 多様な主体と連携して取り組む浸水対策の抽出

・ 多様な主体と連携して取り組む浸水対策の抽出と課題の整理 ● ●

●：事務局説明及び意見交換
△：事務局説明


